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それを端的に示しているのが， M S C による諸施策の展開である。特に 1983年から実施された







































































i説 教育課程 lζ 隠する意思決定の諸段階
意思決定の
/ ~ 
レfくノレ 内容 _:t {.本 {i日i
国家 ガ、イドライン 学校協議会 成績評価室(国家基準〉
(~者権利)
2 j由万 調整と実施 地方教育当局 地方基準と特性
思:
3 教育機関 全体的教育課程 アカテ、、ミック・ 自己評価と調節
(学校) ボード
4 部会 、/フノ1ス 部会の全教師 同僚組織
5 個人 授業と教育方法 個々の教師 教師・生徒(よりよい成績)



























































































だ、ったのである。 1986年の職業教育白書はこの積極性について， íこの計iîl~ が広範な支持を得て
(26) 
いる乙とを反映しているJ と述べているが，乙の間の事情を理解するには，教育行政における市
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